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木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明方法に関する提言（案） 

 
平成 21 年 3 月 12 日 

違法伐採総合対策推進協議会 

 

１ はじめに 

 

平成１８（２００６）年から概ね２年半の間、グリーン購入法の下で合法

性・持続可能性が証明された木材・木材製品を優先的に購入するとの政府の

方針を契機として、木材業界をはじめとした関係者は違法伐採木材を排除す

る国際的な動きに呼応し、林野庁が作成した「木材・木材製品の合法性、持

続可能性の証明のためのガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）

に基づいて「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明」に取り組み、一

定の成果を上げてきた。 

一方、これまでの取組みを通じて、合法性、持続可能性の証明の信頼性を

向上させるためにはどうしたらいいか、また、合法性、持続可能性の証明が

なされた木材、木材製品の利用をさらに拡大するためには何をする必要があ

るのか等、いくつかの課題等も浮き彫りになってきた。 

このため、平成２０（２００８）年６月に違法伐採総合対策協議会証明方

法検討部会の下に、別紙メンバーによる「『今後の証明方法のあり方検討』

小委員会」を設置し、①合法性、持続可能性の証明方法、②需要者側への証

明制度の普及と証明された木材・木材製品の利用推進方策、③供給者側への

証明制度の定着と証明された木材・木材製品の安定供給方策の３つの課題に

ついて検討を行ってきた。この提言書はその結果を基に証明方法検討部会の

議論をふまえて取りまとめたものである。 

 
２ 合法性、持続可能性の証明方法について 

 
（１） 合法性、持続可能性の定義 

ア）合法性の定義 

（現状認識） 

ガイドラインでは合法性は「伐採に当たって原木の生産される国又

は地域における森林に関する法令に照らし手続が適切になされたもの

であること」と定義されている。検討の過程で法令の対象範囲を明確・
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詳細に記載すべきとする意見も出されたが、現時点では現在の定義を

変更すべきとの結論には至らなかった。 
ただし、この定義を具体的なケースに当てはめていく場合、国産材

の場合には普及用パンフレットや Q&A の形での①保安林、②施業計

画が作成されている民有林、③その他の民有林、④国有林という４つ

のケースに分けた明解なチェックリストが公表されていているが、輸

入材の場合は、個々のケースに対応した合法性証明についての情報が

十分に提供されていないとの指摘があった。 
（提言） 

取組開始以来、蓄積されてきた各国の様々な法令や事業の実態を活

用、整理し、合法性をチェックするためのチェックリスト（Ｑ＆Ａ）

の充実をはかるべきである。 
イ）持続可能性の定義 

（現状認識） 

現在のガイドラインでは持続可能性は「持続可能な森林経営が営ま

れている森林から産出されたものであること」とされているが、実務

的に利用可能な判断基準とはなっていない。 
持続可能な森林経営の定義については、国際的にも様々な議論があ

り、統一した具体的な定義を確定するには困難な面があるが、一方で、

日本の政府調達政策における持続可能な森林経営の定義を明確にする

ことは重要な意味を持つものである。 
（提言） 

国連森林フォーラム（UNFF）、モントリオールプロセス、国際熱帯

木材機関（ITTO）など国際的な議論も踏まえた上で、今後持続可能な

森林経営の定義の明確化に向けて検討をすべきである。 
また、この結果に基づき、国産材も含めた各国の様々な法令や事業

の実態に応じて、持続可能性をチェックするためのチェックリスト（Q
＆A）を作成すべきである。この場合、証明方法の実務上の実行可能性

を勘案しながら検討をする必要がある。また、国産材の場合、日本の

法令に応じて合法性が証明された場合、持続可能性が確保されている

と言えないのか、さらに検討する必要があるとの指摘があった。 
 
（２） 証明方法の信頼性向上につながる方策  

（現状認識） 

短期間に全国各都道府県に 7000 を超える認定事業体ができたこと

は、全国どこでも合法木材調達が概ね可能となったことを示すもので、
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これまでの取組の重要な成果であると言える。一方で、システム全体

を考えたときに、どこでどんな認定団体が活動しているか全てを把握

できる体制にないのは問題であるとの指摘があった。 
また、認定事業体が発行した証明の中には、理解不十分のため、し

っかりした根拠がない証明書の例も一部にみられた。 
さらに、木材、木材製品は様々な用途に使用されており、複雑な建

材の流通ルートを考えた場合、いわゆる木材業以外の流通業者（最終

的な納材業者を含む）が木材、木材製品を含む建材の流通に重要な役

割を担っているケースも多く、「業界団体認定」という仕組みだけでは、

木材・木材製品の流通をすべてカバーできない面がある。 
（提言） 

ア）証明方法の信頼性向上につながる運営上の努力 
現在の合法木材供給事業体の集団をベースに置いた、今後の

展開が必要であり、そのためには、一定のモニタリングを実施

し、それに応じた研修の実施など指導普及を体系的に行い、信

頼性を高めていく運営上のさらなる努力が必要である。 
イ）証明方法の信頼性向上につながるシステムの導入 

上記の課題を念頭におくと、次の機能を持たせるため、認定

業務の管理システムの導入を検討する必要である。 
①認定団体・企業独自の供給体制の把握、管理 

認定団体・企業独自の取組の登録（登録のための基準、

手続き）、情報開示、モニタリング、監査など 
②認定団体・企業独自の供給体制への情報提供・啓発 

事業体担当者の研修、ガイドラインの解釈についての解

説など 
また、今後、第三者性の担保と効率性の維持のバランスをど

のように取るかについても考慮の上、検討を進める必要がある。 
ウ）木材業以外の関係業界の参画の促進 

木材業以外の建築材流通業などの参画などのため、企業独自

の供給体制が幅広く活用される必要があり、このため関係業界

に広く合法木材供給システムについての理解を普及する必要が

ある。 
 
（３） コストの削減につながる方策 

（現状認識） 

国産材では合法証明の出発点となる伐採時の証明書発給に関して、
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伐区が小規模で分散している場合、大変手間がかかる状況となってい

る。また、分別管理が負担となるため、今のところ合法木材の供給に

常時取り組めない事業体が多く、後追いの証明となっている例も見ら

れる。 
（提言） 

流通過程の負担を減らしていくためには、原料供給のほとんどが合

法木材として供給出来る体制をなるべく早く構築することが必要であ

る。国産材については国、地方自治体がまずは合法性木材の供給に関

し、積極的な対策をとる必要があり、輸入材では輸出国側へガイドラ

インに基づいた合法性証明木材の供給についてねばり強く要請してい

く必要がある。 
また、中小企業の認定作業をサポートするためには、流通業者の役

割の重要性が認識され、企業独自の取組が十分に活用される必要があ

る。 
 
３．需要者側への証明制度の普及と証明された木材・木材製品の利用推進方策

について 

（現状認識） 

国や地方自治体で合法性が証明された木材・木材製品の調達が進み

つつあるが、国の機関等にあっては、調達の際に「合法木材」を明確

に指定している機関は、必ずしも多くはなかった。また、民間企業に

おいては、一部に積極的に購入している場合があるが、まだ特定の企

業に限られている現状にある。 
（提言） 

合法木材供給システムを維持発展させるためには、供給側に合法木

材の実需が見えてくることが決定的に重要であり、国の機関等による

グリーン購入の徹底とともに、民間需要者に対する何らかのインセン

ティブを検討する必要がある。 
そのためには、グリーン購入法による調達を進めるため、国・地方

自治体・建築業者・建材納入業者を対象に、合法木材調達マニュアル

（チェックリスト）等により一層普及していく必要がある。 
また、民間に広く合法木材の調達を進めるためには、優良な調達企

業等の情報を収集し、公表するなど企業イメージを高めるための、表

彰等の措置を検討する必要がある。 
以上のほか、合法木材調達に対するインセンティブとしては、例え

ば、①カーボンフットプリント、木づかいの環境貢献見える化など、
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木材・木質材料利用の環境貢献の基準に合法性を位置づけること、②

補助事業等の実施の際に合法木材使用を明確にすること、③工事入札

評価方法の中に合法木材の利用が反映されること、④税制等の優遇措

置を導入すること、等が考えられ、今後、幅広く検討する必要がある。 
 
４．供給者側への証明制度の定着と証明された木材・木材製品の安定供給方策

について 
（現状認識） 

供給事業体数は増えたものの、全体として、まだまだ合法木材とし

て供給されている木材・木製品の量は少ない。そのこともあって、需

要者から合法性の証明書の要求があってから、後追い的に証明手続き

をとり、証明書を発給している例も見受けられる。特に輸入材につい

ては合法性が証明されている事例が少ない。 
（提言） 

合法木材供給システムが普及するためには、合法性が証明された木

材・木材製品が普通に市場に流通し、いつでもどこでも調達できる状

況になることが必要である。そのために、以下のような取組が必要で

ある。 
①合法木材供給事業体は、常時合法木材を供給出来るような体制を

整備する 
②製品紹介ページなどで体制の整った供給事業体の PR 体制を整え

る 
③優良な供給事業体等の情報を収集し公表 PR して企業イメージを

高めるための措置をとる 
④輸入材の合法証明手続きについて情報公開を進める 

 
５．終わりに 

   
これまで、4 回にわたり小委員会を開催し、精力的に議論を行ってきた結果

を提言としてここに取りまとめた。 
この提言内容に沿って、まず第一に、グリーン購入法の導入、ガイドライ

ンの作成など、この仕組みを主導してきた関係行政機関において適切な対応

が図られるとともに、木材・木材製品の供給、需要、消費に関わる広範な関

係者においても更なる取組が進められ、合法性等の証明された木材・木材製

品の一層の普及・利用拡大に努めていただくことをお願いしたい。 
ここにまとめた提言は現時点での現状認識と改善の方向性を示すものであ
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り、今後さらに得られた知見や経験に基づき、よりよい合法性証明の確立に

向けて議論を継続していくことが必要である。 
我々が目指す目標は、合法木材のみが市場に流通する世界を作っていくこと

であり、それを通じて違法伐採を地球上から根絶することである。この大きな

目標に向かって、関係者に更なる連携と努力をお願いするとともに、この取組

みが民間に根ざした取組みとして益々広がりを増していくよう期待する。 


